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私
が
町
長
に
就
任
し
て
か
ら
「
地
域

は
家
庭
、
町
民
は
家
族
」
の
思
い
を
胸

に
、
子
ど
も
医
療
費
の
窓
口
無
料
化
の

実
現
や
避
難
所
マ
ン
ホ
ー
ル
ト
イ
レ
の

整
備
な
ど
、
福
祉
や
防
災
事
業
を
推
進

し
、
全
て
の
町
民
の
身
体
や
生
命
、
財

産
を
守
り
、
子
ど
も
か
ら
高
齢
者
ま
で

「
安
全
安
心
に
暮
ら
せ
る
ま
ち
づ
く
り
」

に
取
り
組
ん
で
ま
い
り
ま
し
た
。

　
令
和
６
年
を
振
り
返
り
ま
す
と
、
１

月
１
日
に
能
登
半
島
地
震
が
発
生
し
、

当
町
は
、
災
害
発
生
直
後
か
ら
給
水
活

動
や
避
難
所
運
営
支
援
の
た
め
に
職
員

の
派
遣
を
行
い
ま
し
た
。
改
め
て
自
然

の
猛
威
を
痛
感
す
る
と
と
も
に
、
切
迫

す
る
南
海
ト
ラ
フ
地
震
な
ど
の
巨
大
災

害
へ
の
対
応
の
重
要
性
を
再
認
識
し
た

と
こ
ろ
で
あ
り
ま
す
。

　
ま
た
、
昨
年
４
月
、
人
口
戦
略
会
議

が
全
国
の
自
治
体
の
約
４
割
が
消
滅
可

能
性
自
治
体
で
あ
る
と
発
表
し
ま
し

た
。
当
町
は
消
滅
可
能
性
自
治
体
に
は

含
ま
れ
て
お
り
ま
せ
ん
が
、
少
子
高
齢

化
が
進
行
す
る
中
、
持
続
可
能
な
ま
ち

づ
く
り
の
た
め
に
は
産
業
や
文
化
活
動

な
ど
の
活
性
化
を
図
り
、
老
朽
化
し
た

イ
ン
フ
ラ
整
備
を
は
じ
め
、
次
代
の
菰

野
町
に
必
要
と
な
る
公
共
施
設
整
備
に

取
り
組
む
必
要
が
あ
り
ま
す
。
ま
た
、

人
口
減
少
社
会
に
よ
る
人
員
不
足
が
社

会
問
題
と
な
る
中
、
庁
内
D
X
※
１
の
推

進
、
他
市
町
と
の
広
域
連
携
な
ど
に
取

り
組
ん
で
い
か
な
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

　
そ
の
よ
う
な
中
、
昨
年
６
月
に
は
、

い
な
べ
市
と
定
住
自
立
圏
形
成
協
定
を

締
結
し
ま
し
た
。
今
後
は
、
東
員
町
を

含
め
た
１
市
２
町
で
「
い
ー
と
こ
定
住

自
立
圏
」
を
形
成
し
、
必
要
な
都
市
機

能
お
よ
び
生
活
機
能
の
確
保
と
充
実
を

図
っ
て
い
き
ま
す
。
な
お
、
定
住
自
立

圏
形
成
協
定
の
締
結
に
よ
り
国
の
財
政

支
援
が
受
け
ら
れ
る
「
地
域
活
性
化
起

業
人
」
制
度
を
活
用
し
、
10
月
か
ら
観

光
分
野
で
民
間
企
業
か
ら
３
名
の
派
遣

を
い
た
だ
い
て
い
ま
す
。
今
後
も
、
観

光
を
は
じ
め
と
し
た
産
業
振
興
、
D
X

　歳入全体における自主財源は、繰入金等におい
て減額を見込んだことなどから、前年度比 0.4％
減の 79 億 2,648 万円を計上しています。また、
依存財源は、地方交付税や町債等において増額を
見込んだことなどから、前年度比 10.1％増の 80
億 6,351 万円を計上しています。
　歳入全体に占める、それぞれの割合は自主財源
が 49.6％、依存財源が 50.4％となりました。

顕
在
化
す
る
諸
課
題
に
正
面
か
ら
取
り
組
み
つ
つ
、

計
画
的
で
バ
ラ
ン
ス
の
と
れ
た
行
財
政
運
営
に
取
り
組
む

　総務費は、住民対応AI※２、定型業務に活用でき
る RPA の導入を目指すDX推進事業や避難所マン
ホールトイレ整備事業などにより前年度比 5.4％増
の 21億 8,756 万円を計上しました。
　民生費には、児童手当、障害者介護給付費、私立
保育所等運営費負担金が増加したことなどにより、
前年度比 2.7％増の 62 億 7,398 万円を計上しま
した。
　消防費は、はしご車のオーバーホール、消防指
令システムの整備費用などで前年度比 46.6％増の
９億 8,828 万円を計上しました。

歳入の

POINT

歳出の

POINT

159億円

公債費 6.5%
10 億 3,438 万円

災害復旧費 0.1％
700 万円

教育費 9.8％
15 億 7,138 万円

消防費 6.2％
９億 8,828 万円

土木費 6.8％
10 億 8,893 万円

商工費 2.0%
３億 1,873 万円

農林水産業費 4.1％
６億 4,855 万円

衛生費 10.4％
16 億 6,561 万円

民生費 39.2％
62 億 7,398 万円

総務費 13.7％
21 億 8,756 万円

議会費 1.1%
１億 7,559 万円

予備費 0.2％
3,000 万円

9,000万円

歳  出
一 般 会 計

歳  入

自
主

財

源
49.6％

財

源

依
存

50.4％

159億

町債 6.4%
10 億 1,490 万円

県支出金 7.0%
11 億 1,186 万円

国庫支出金 11.5%
18 億 4,040 万円

交通安全対策特別交付金 0.1％
310 万円

地方交付税 15.6%
24 億 9,000 万円

地方特例交付金 0.3%
4,450 万円

環境性能割交付金 0.2%
3,500 万円

ゴルフ場利用税交付金 0.3%
4,600 万円

地方消費税交付金 6.4％
10 億 2,000 万円

株式等譲渡所得割交付金 0.6%
8,700 万円

配当割交付金 0.3％
5,400 万円

利子割交付金 0.1％
680 万円

地方譲与税 1.2%
１億 9,695 万円

諸収入 2.6％
４億 1,782 万円

繰越金 1.2%
１億 9,000 万円

繰入金 4.4％
７億 669 万円 寄附金 0.2%

3,500 万円

財産収入 0.1％
1,646 万円

使用料および手数料 0.7％
１億 1,764 万円

分担金および負担金 0.7%
１億 685 万円

町税 39.6%
63 億 3,604 万円

法人事業税交付金 0.7%
１億 1,300 万円

9,000万円

自動車取得税交付金 0.1%
1,000 円

繰入金の減少等で自主財源は 0.4％減

地方交付税の増加等で依存財源は10.1％増

DX推進事業などで総務費は5.4％増

児童手当の拡充などで民生費は2.7％増

一 般 会 計

※四捨五入の関係で合計額等が合わない場合があります。

令 和 年 度７のPOINT

提
案
説
明

当

予算規模 前年度との比較
一般会計 159 億 9,000 万円 4.6％増

特別
会計

国民健康保険 34 億 4,500 万円 2.9％減
土地取得 １億 6,740 万円 496.7％増
介護保険 33 億 5,600 万円 1.5％増
後期高齢者医療 11 億 3,700 万円 5.8％増

企業
会計

水道事業 15 億 6,929 万円 5.0％増
下水道事業 36 億 6,975 万円 5.6％増

 予算総額 293 億 3,444 万円 4.0％増

各会計の予算規模

に
よ
る
業
務
の
効
率
化
や
行
政
サ

ー
ビ
ス
の
利
便
性
向
上
な
ど
さ

ま
ざ
ま
な
分
野
の
課
題
に
対

し
、
専
門
的
な
ノ
ウ
ハ
ウ
や
知

見
を
生
か
し
、
業
務
改
善
を
進

め
て
ま
い
り
ま
す
。

　
ま
た
、
地
域
活
性
化
の
取
り
組
み

と
し
て
10
月
に
は
い
な
べ
市
と
の
連

携
で
「
ザ
・
ハ
イ
ク
鈴
鹿
セ
ブ
ン
マ

ウ
ン
テ
ン
ズin

藤
原
岳
」
を
、
11
月

に
は
「O

N
SEN

・
ガ
ス
ト
ロ
ノ
ミ
ー

ウ
ォ
ー
キ
ン
グin

湯
の
山
温
泉
」
を

企
画
し
、
県
内
外
や
外
国
の
方
も
含

め
多
く
の
方
に
参
加
い
た
だ
き
ま
し

た
。
９
月
に
は
、
㈱
よ
し
も
と
セ
ー

ル
ス
プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン
＆
エ
リ
ア
ア

ク
シ
ョ
ン
と
包
括
連
携
協
定
を
締
結

し
、
桂か

つ
ら 

文ぶ
ん

枝し

さ
ん
や
三
重
県
住
み
ま

す
芸
人
の
オ
レ
ン
ジ
田
中
さ
ん
と
と

も
に
ま
ち
の
魅
力
発
信
を
行
い
ま
し

た
。
今
後
も
吉
本
興
業
グ
ル
ー
プ
と

連
携
し
、
地
域
に
活
気
と
元
気
を
与

え
ら
れ
る
よ
う
菰
野
町
の
魅
力
発
信

に
努
め
て
ま
い
り
ま
す
。

　
令
和
７
年
度
は
、
第
６
次
菰
野
町

総
合
計
画 

第
２
期
行
政
実
施
計
画
の

２
年
目
と
な
り
ま
す
。
防
災
や
少
子

化
、
施
設
の
老
朽
化
な
ど
の
顕
在
化

す
る
諸
課
題
に
正
面
か
ら
取
り
組
み

つ
つ
、
将
来
を
見
据
え
た
計
画
的
で

バ
ラ
ン
ス
の
と
れ
た
行
財
政
運
営
に

取
り
組
ん
で
ま
い
り
ま
す
。
ま
ず
、

多
様
な
主
体
と
連
携
し
、
町
民
が
安

全
安
心
に
暮
ら
せ
る
よ
う
地
域
を
守

歳 入
歳 出  総 額

一般会計

り
、
道
路
や
公

共
施
設
な
ど
の
都
市
基
盤
を
強
化

す
る
こ
と
で
、
持
続
可
能
な
未
来
を

創
る
取
り
組
み
を
進
め
て
い
き
ま
す
。

ま
た
、
将
来
に
わ
た
り
持
続
可
能
な

ま
ち
づ
く
り
の
た
め
に
、
引
き
続
き

公
共
施
設
の
脱
炭
素
化
を
推
進
す

る
と
と
も
に
、
い
な
べ
市
と
連
携

し
、
廃
棄
物
処
理
施
設
の
統
合
に

向
け
た
準
備
を
進
め
ま
す
。
さ
ら

に
は
、
次
代
を
担
う
子
ど
も
た
ち

の
給
食
事
業
の
推
進
に
向
け
、
学

校
給
食
セ
ン
タ
ー
の
整
備
を
進
め

て
い
き
ま
す
。
加
え
て
、
増
加
す
る

訪
日
外
国
人
の
方
を
対
象
に
、
町
の

文
化
や
歴
史
な
ど
に
触
れ
て
い
た
だ

け
る
新
た
な
ツ
ア
ー
の
開
発
な
ど
菰

野
町
の
特
色
を
生
か
し
た
イ
ン
バ
ウ

ン
ド
事
業
に
取
り
組
み
、
地
域
の
稼

ぐ
力
を
高
め
、
地
域
経
済
の
活
性
化

に
繋
げ
て
い
き
ま
す
。

　
令
和
７
年
度
も
、
人
と
人
と
の
「
繋

が
り
」
と
さ
ま
ざ
ま
な
企
業
・
団
体

な
ど
と
の
「
連
携
」
を
宝
に
未
来
へ

つ
な
ぐ
飛
躍
の
年
と
し
て
、
議
会
、

区
長
会
、
住
民
の
皆
さ
ま
の
ご
協
力

を
い
た
だ
き
な
が
ら
オ
ー
ル
菰
野
で

取
り
組
ん
で
ま
い
り
ま
す
。

1599,000
2933,444億

初
予
算
と
し
て
、
総
額
約
２
９
３
億
円
を
３
月
の
令
和
７
年
菰
野
町
議
会
第
１
回

定
例
会
に
提
案
し
ま
し
た
。
一
般
会
計
の
予
算
は
約
１
６
０
億
円
で
、
前
年
度
の

予
算
と
比
較
し
て
４
・
６
％
の
増
と
な
り
ま
し
た
。今
月
号
で
は
一
般
会
計
予
算
に
つ
い
て
、

諸
岡
町
長
が
議
会
で
行
っ
た
提
案
説
明
と
と
も
に
主
要
な
事
業
等
を
ご
紹
介
し
ま
す
。

特 集当初予算
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２

万円

億 万円

※１DX

※２AI

「デジタル・トランスフォーメーション」の略で、
IoT や ICT などのデジタル技術を活用して、人々
の生活をより良く変革していくことを指します。

「人工知能」を意味し、人間の言葉の理解や認識、
推論などの知的行動をコンピュータに行わせる技
術を指します。


